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ALPS処理汚染水
メディアはどう報じたか？



政府による「理解醸成」の取り組み
2021年4月13日

政府（当時の菅政権）がALPS処理汚染水の海洋放出を決定し、廃炉・汚染水・
処理水対策関係閣僚等会議で「ALPS処理水の処分に関する基本方針」をまと
める。

2021年8月

復興庁の下、関係府省庁からなる「原子力災害による風評被害を含む影響へ

の対策タスクフォース」を設置。

「ALPS 処理水に係る理解醸成に向けた情報発信等施策パッケージ～消費者
等の安心と国際社会の理解に向けて～」をまとめる。

※ 「ALPS処理水に係る理解醸成に向けた関係府省庁における情報発信等施策一覧」
https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/20210820-15_sesaku-ichiran.pdf



◆ 2023年7月4日

・IAEAが海洋放出に関する技術的な評価
報告書を発表。

⇒メディアが海洋放出に「IAEAがお墨付き
を与えた」と一斉に報道。

「報告書は科学的に正しい」
「国際基準に合致」
「人および環境への放射線影響は無視
できるほど」

＜報じられなかったこと＞
・IAEAは原子力の民生利用を推進する機関であること（環
境保護や人権といった観点からは中立的とはいえない）

・報告書には、海洋放出の方針を「推奨するものでも承認
するものでもない」と書かれていること
・IAEA安全基準のうち、すくなくとも「正当化
（justification）」や「幅広い関係者との意見交換」に適合し
ていないこと など

参照：原子力市民委員会「見解：IAEA 包括報告書はALPS 処理汚染水の海洋放出の「科学的根拠」とはならない。海洋放出を中止し、代替案の実施を検討するべきである」
http://www.ccnejapan.com/?p=13899



◆ 2023年8月21日

◆ 2023年8月22日



◆ 2023年8月23日 ◆ 2023年8月24日

◆ 2023年8月25日 ◆ 2023年8月26日



◆ 2023年8月28日

・代替案があるのにもかかわらず、「海洋放出」を
選択・実施し、国際的な「風評被害」を発生させた
政府の責任は問われず。

・政府は支援（援助）し、悪いのは「非科学的」な中
国という構図。



◆ 2023年8月31日

・汚染水という言葉は、長年政策用語として使われてきた（「廃炉・汚染水対策」）にもかかわらず、今回
「中国が使う『汚染水』」と定義づけた⇒「処理水＝安全」「汚染水＝反日、敵」という構図。

・放出される水には、トリチウムの他、基準は下回ることが前提とはいえ、多核種の放射性物質が含まれ
るため、「汚染水」とよんで何ら問題ない（表現の自由）。タンク内の水の汚染状況の把握や分析は不十
分であり、総量としてどのような放射性物質がどれだけ含まれているのかもわからない状況。

・ALPSによる二次処理の実績はごく僅かしかなく、今後長期にわたって性能を維持し、汚染水を処理でき
るかどうかは不確実。
・



・トリチウムは流してよいのではなく、
分離できないから、原子力利用の
ためには、流さざるを得ない。

・通常炉からの排水が安全で問題
がないわけではない。

・トリチウム排出の多い原子力施設
の周辺で白血病の発生率が高くな
ることが統計的に報告されている。

・事故炉から意図的に流したことは
いまだかつてない。

＝予防原則が適用されるべきであ
るが、そういう視点の報道は皆無。

◆ 2023年8月22日

・原子力推進側のロジックをそのまま流して、広めていることの問題。

・六ヶ所村再処理工場の布石？（再処理工場からの年間トリチウム海洋放
出量は福島全量の20倍と経産省）
⇒破綻している核燃料サイクル・再処理の問題はほとんど報じられず。

参考：原子力市民委員会「トリチウム汚染水海洋放出問題資料集」http://www.ccnejapan.com/wp-content/uploads/2021/06/20210602_CCNE_tritium.pdf



◆ 2023年8月25日

・「風評加害」という言葉は、2021年5
月に環境省が除染土の再生利用の
理解醸成を目的に開催した対話
フォーラム「福島、その先の環境へ。」
の場で、登壇者の開沼博氏が使用し
たのを受けて、小泉進次郎環境大臣
（当時）が「さきほど開沼さんの言葉で、
風評加害という言葉があったように、
私は風評加害者にならないこと。そう
いったことを一人ひとりが自分のなか
で思いをもって買い物をするときも含
めて思ってほしい」 と発言したのが発
端と思われる。

朝日新聞（2021）「風評加害者」って誰？ 汚染土利用に漂う不安な空気 https://digital.asahi.com/articles/ASP8Z7594P8ZULFA00C.html

・事故を起こした政府・東京電力から、放射能の影響を懸念する被災者や市民に
「加害の責任を転嫁」する論点ずらし。

・そもそも実害をも風評被害と位置づけてきた問題もある。



海洋放出が開始された頃、ニューヨーク州のホー
クル知事は、廃炉作業が続けられているインディ
アンポイント原発からハドソン川へのトリチウムを
含む排水を阻止する法案に署名。

報道機関の役割は、権力の監視と多様な言論空間の創出。今回の主要メディアの報道は、その真逆をいっていないか。

「環境大臣として、私は放射性物質の海へのいかなる追加放出にも批判的です。
海洋放出は、ほかの手段がまったくない場合の最後の手段です。どうしても避け
られない場合には、科学的知見に基づいて行われなければなりません。そのよう
にしてのみ、人や環境への被ばく影響をできる限り小さくすることができます。何
よりプロセスが透明であるべきです。福島の方々が、十分に情報を得て意思決定
に参加する必要があります。」 （FoE Japan  ウェブサイトより）


